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（所管課，事業コード） 
事　業　名

（農林水産課，５５５４） 
　　　農業公社支援事業費　　　　　　　　　　　※P.５６３　

 
 

評　　 価 Ａ
Ａ　十分評価できる　　　Ｂ　やや評価できる 
Ｃ　あまり評価できない　Ｄ　全く評価できない

 【評価に至った理由】 
本事業は，農作業の受託やライスセンターの運営，農地中間管理事業等を通じ，農家の労

働・経済的負担を軽減し，地域農業の維持・活性化を図るものである。 
農業従事者の高齢化や担い手不足が進む中，農業公社は，中小規模農家を含め，個々の農

家では対応が難しい作業を担うなど，地域農業を支える重要な役割を果たしており，行政が

支援する必要性は高い。 
令和７年度は，受託作業収入が減少する一方，新たに取り組んだ米の生産・販売により約

５８０万円の収益増を確保し，減収を補うなど，経営基盤の強化にもつなげている。また，

自己資本比率は９３．２％と高く，財務面での安全性も認められる。一方で，新たな収益事

業を拡大する際には，本来の農家支援や受託業務とのバランスに十分留意する必要がある。 
以上のことから，必要性，有効性及び効率性の観点から十分な成果が認められるため，分科

会評価は「十分評価できる」とする。

 

 
今後の方向性 ２

１  拡充　　２　継続　　３　改善 
　４　縮小　　５　休止　　６　廃止

 【今後の取り組み方と提言】 
今後も，作業受託やライスセンター業務など，地域農家を支える農業公社本来の役割を着

実に果たすことが求められる。その上で，担い手不足や農業者の高齢化に対応しつつ，農業

公社の持続的な経営を図るため，公社自ら認定農業者の取得を進め，ＩＣＴ農業機械の導入

や乾田直播等の新たな生産技術の実証など，作業の効率化や地域農業への還元につながる取

組を進めていただきたい。 
また，米等の生産・販売の拡大に伴い，保冷庫や倉庫等の設備整備も課題となることから，

保有資産について，経営の安全性を確保しながら有効活用を検討する必要がある。さらに，

農家からの買い上げや直販，ふるさと納税等による販路の拡大についても，本来の受託業務

に支障を生じさせない範囲で進めることが望まれる。 
新たな収益事業と農家支援とのバランスを保ちつつ，補助金のあり方を含め，公社が地域

農業の中で担うべき役割と今後の経営戦略を市と公社で継続的に検討することを期待し，今

後の方向性は「継続」とする。


